
「東日本大震災から 3年  大阪の防災はすすんだのか？」 

地下街・コンビナートなど大阪は危険がいっぱい… 
    大阪都構想で安心安全のまちづくりができるのか  
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憲法を実行せよ！ 地方自治と民主主義のいきる社会を!賃金底上げ、社会保障の拡充で、格差と貧困をなくそう！ 
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３月１５日（土）13：30からグリーン会館２階大

ホールで「―大阪の防災はどこまですすんだかー防

災まちづくり（ＰａｒｔⅡ）研究会報告集会」を開

催し、６７名が参加しました。 

今回の集会は、昨年３月に開催した「大規模災害

から住民の命と暮らしを守るー大阪の防災を考える

提言―」から１年が経過し、中央防災会議や大阪府

の南海トラフに対する被害想定が見直されるなかで、

大阪の防災対策がどう進んだのかを明らかにしよう

というものです。 

 まず、はじめに自治体の防災担当者にあてた４３

市町村宛のアンケート調査（現在２９自治体回収）

では、「住民参加で防災対策をどのように進めてきた

のか」や「市民への情報提供や啓発」、さらに、「職

員体制の詳細」についての項目を付け加えて調査。 

さらに、津波浸水想定で被害が予想される堺、岸和

田、貝塚、泉佐野の行政担当者との懇談の結果を報

告しました。 

◆自主防災組織や町会との連携すすむ 

 避難マニュアルを自主防災組織の協力でワーク

ショップ形式で作成してきた岸和田のとりくみ、要

援護者ひとりひとりの支援をすべての町会（約１０

０町会）役員に依頼をして４０％の支援者の確定を

行ってきた貝塚のとりくみ、町会ごとの自主防災組

織の立ち上げと地域ごとの避難マニュアルの作成を

してきた泉佐野、子どもたちの防災教育にも支援し

て小学校校区の防災意識を変えようとする取り組み

も行っている堺など、それぞれ特徴的な自治体での

とりくみが懇談で明らかになりました。 

◆津波対策、コンビナート、地下街対策など 

津波対策では、１０年間で１３６億円の予算で大

阪府が行おうとしている対策は、この間の浸水予想

地域の防潮堤の補強やかさ上げです。今、問われて

いる都構想では、４０００億円もの税金をかけて「阪

神高速淀川左岸線」を作ろうとしていますが、その

３０分の１でできるこの対策こそ、優先して行うべ

きであることが指摘されました。 

 また、コンビナートや地下街対策は、まだまだ専

門家の知見が未熟な段階のままで実際の手だてもな

く、行政責任もあいまいであることが分かりました。            

◆災害で下水道はどうなるのか？ 

 下水の被害に

ついては、この間

の震災での教訓か

ら、下水の被害が

起これば上水の給

水制限にもつなが

ること、さらに、災害直後に対応できる自治体職員

が少ないことから復旧がかなり遅れることが予想さ

れることが分かりました。 

◆保育園、病院の防災対策の実態は？ 

認可保育園では２階からの避難滑り台の設置

義務等があります。しかし、認可保育園に入れな

い待機児童の多くが無認可園で保育されていま

す。無認可の高層階の保育所や会社のビルの中の

保育所では段差大きい非常階段を使っての避難

となり、0・1・2歳児を抱っこして、数階の階段

を何十回と昇り降りしなくてはならず、これでは

子どもたちの命を守ることはできないことが述
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べられました。 

 また、災害拠点病院や公立病院の防災対策では、

自家発電や薬品の備蓄や食糧備蓄などの対策の

不十分さや災害時に発生しやすいクラッシュ・シ

ンドローム等の急性腎不全患者の増加対策が十分で

はないことが明らかになりました。それぞれの病院

に災害時のための対策費用を求めることは、今の診

療報酬の中では到底無理なこと。今後、制度的とし

て予算化を要求していくこと必要があることが述べ

られました。 

◆高度成長期のまちづくりからの転換を 

研究会代表の中山徹先生からの問題提起は、「高度

成長期は、高層ビルを建設し地下街もどんどんと広

げてきた。しかし、人口が減少していく今後は、私

たちの消費するエネルギーも見直し、自然を取りも

どし、地域とのつながりを重視したコミュニティー

を作っていくことが、安心安全なまちづくりにつな

がる」と話されました。 

 


